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令 和 ４ 年 度

本 庄 市 水 道 事 業 会 計 予 算 書





　　　令和４年度本庄市水道事業会計予算

　（総則）

第１条　令和４年度本庄市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

  （１）　給水戸数 ３５，６００ 戸　  

　（２）　年間総給水量 １１，５８８，０００ ㎥    

　（３）　一日平均給水量 ３１，７４７ ㎥    

　（４）  主な建設改良事業

　イ　配水管整備事業 ４４３，８０７ 千円  

　ロ　施設整備事業 １１１，４３０ 千円  

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　水道事業収益 １，６２３，６７０ 千円  

　　第１項　営業収益 １，５０６，９８３ 千円  

　　第２項　営業外収益 １１６，６８６ 千円  

　　第３項　特別利益 １ 千円  

　第１款　水道事業費用 １，６０２，１３６ 千円  

　　第１項　営業費用 １，５２１，０８２ 千円  

　　第２項　営業外費用 ７７，７７３ 千円  

　　第３項　特別損失 １，２８１ 千円  

　　第４項　予備費 ２，０００ 千円  

収　　　　　　　　 入

支　　　　　　　　　出
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　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 

　７５９，６３８ 千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ４３，５６６ 千円、過年度分損益勘定留保資

　金 ３８６，７４７ 千円、当年度分損益勘定留保資金 ２２９，３２５ 千円及び減債積立金取崩額 １００，０００ 千円

　で補てんするものとする。）。

　第１款　資本的収入 ２０７，３５８ 千円  

　　第１項　企業債 １２９，０００ 千円  

　　第２項　負担金 ７６，０９０ 千円  

　　第３項　固定資産売却代金 ２，２６８ 千円  

　第１款　資本的支出 ９６６，９９６ 千円  

　　第１項　建設改良費 ５７６，１７１ 千円  

　　第２項　企業債償還金 ３８５，８２５ 千円  

　　第３項　予備費 ５，０００ 千円  

　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　 入

支　　　　　　　　 出

限　　度　　額

１３２，０００千円

事　　　項

都島浄水場監視装置及び無停電電源設備更新工事

期　　間

令和５年度
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　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

   (１)　営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

　の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

１２２，９７９ 千円  

　（たな卸資産購入限度額）

第９条　たな卸資産の購入限度額は、１５，３３５ 千円と定める。

起債の目的 限 度 額

は繰上償還又は低利に借り換えする

ただし、企業財政の都合により据置

いては、当該見直し後の

の見直しを行った後にお

政府資金については、その融資条件

１２９，０００千円

普通貸借

５．０％以内（ただし、

利率見直し方式で借り入 により、銀行その他の場合には債権

計

れる資金について、利率

利率）　　　　　　　　

ことができる。　　　　　　　　　

者と協定するものによる。　　　　

   (１)　職員給与費

 施設整備事業 ８１，０００ 千円

 配水管整備事業 ４８，０００ 千円

証券発行

起債の方法 利　　率 償還の方法

期間及び償還期限を短縮し、若しく

又　　は
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　　令和 ４年 ２月２５日　提　出

　　　　　　　　　　　　　　　　　本庄市長　　吉　　田　　信　　解

-4-



令 和 ４ 年 度

本庄市水道事業会計予算に関する説明書





予定額

 1 水道事業収益 1,623,670

 1 営業収益 1,506,983

 1 給水収益 1,389,520

 2 加入金 50,463

 3 負担金 64,144

 4 その他営業収益 2,856

 2 営業外収益 116,686

 1 受取利息 208

 2 長期前受金戻入 115,464

 3 雑収益 1,014

 3 特別利益 1

 1 その他特別利益 1

令和４年度本庄市水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出
収      入 （単位：千円）

備    考款 項 目
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予定額

 1 水道事業費用 1,602,136

 1 営業費用 1,521,082

 1 原水及び浄水費 409,188

 2 配水及び給水費 310,953

 3 業務費 90,560

 4 総係費 64,712

 5 減価償却費 611,828

 6 資産減耗費 33,841

 2 営業外費用 77,773

 1 支払利息 37,763

 2 消費税及び地方消費税 40,000

 3 雑支出 10

 3 特別損失 1,281

 1 過年度損益修正損 1,200

 2 固定資産売却損 81

 4 予備費 2,000

 1 予備費 2,000

支      出 （単位：千円）

備    考款 項 目
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予定額

 1 資本的収入 207,358

 1 企業債 129,000

 1 企業債 129,000

 2 負担金 76,090

 1 工事負担金 76,090

3 固定資産売却代金 2,268

 1 固定資産売却代金 2,268

備    考款 項 目

資 本 的 収 入 及 び 支 出
収      入 （単位：千円）
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予定額

 1 資本的支出 966,996

 1 建設改良費 576,171

 1 配水施設費 453,562

 2 施設整備事業費 121,504

 3 営業設備費 1,105

 2 企業債償還金 385,825

 1 企業債償還金 385,825

 3 予備費 5,000

 1 予備費 5,000

支      出 （単位：千円）

款 項 目 備    考
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本庄市

令和４年度

水道事業 （単位：円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 △ 6,427,000

　　減価償却費 611,828,000

　　固定資産除却費 33,541,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 4,127,429

　　賞与引当金の増減額（△は減少） 421,000

　　長期前受金戻入額 △ 115,464,000

　　受取利息 △ 208,000

　　支払利息 37,763,000

　　未収金の増減額（△は増加） 16,934,595

　　未払金の増減額（△は減少） △ 30,554,000

　　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 13,641,000

　　小計 530,066,166

　　利息の受取額 208,000

　　利息の支払額 △ 37,763,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 492,511,166

 

令和４年度本庄市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令和4年4月1日 から 令和5年3月31日 まで ）
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2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 482,789,000

　　有形固定資産の売却による収入 2,268,000

　　工事負担金による収入 76,090,000

　　特定収入に係る消費税相当調整額 △ 6,917,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 411,348,000

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 129,000,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 385,825,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 256,825,000

 

　資金増加額（又は減少額） △ 175,661,834

　資金期首残高 1,133,216,242

　資金期末残高 957,554,408
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1　総括

備考　１　（ ）内は、再任用短時間勤務職員とパートタイム会計年度任用職員の合計について外書き

0178 802 0△ 66

管理職員
特別勤務
手 当

備　　考

5,500

9,744 5,500 60

131

1,968 823 13,448

437

合　　　　計 1（△1） 161 2,227

資本勘定支弁職員 415△ 23 22

3,697 3,630 7,327

（   ） 45

1,309

（単位：千円）

本 年 度 2,232 3,312 1,902 954 13,626

期末手当

60

勤勉手当住居手当
時 間 外
勤務手当

10,546

通勤手当

前
年
度

損益勘定支弁職員 14（ 1 ） 242 51,159

合　　　　計 16（ 1 ）13

資本勘定支弁職員 2（   ） 9,313

手 当 の

内 訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

比

較

0

0

0

比 較 264 0

損益勘定支弁職員

前 年 度 1,968 3,312

1（△1） 161 2,182

資本勘定支弁職員 2（   ） 9,358 5,827 15,185

合　　　　計 17（   ）

区　　　　　分
職員数（人） 給　　　　与　　　　費

法定福利費 備　　　考
特別職

（単位：千円）

13

一般職 報　酬 給　料 手　当 計

本
年
度

損益勘定支弁職員 15（   ） 403 53,341

403 62,699

　給  与  費  明  細  書

13

13

104,414

18,5653,380

2,965

38,132 101,234 21,745 122,979

97,52415,15030,973 82,374

5,850 15,163

1,332

115,652

18,365

18,128

合　　計

3,675

242 60,472 36,823 97,537 18,115

3,215 6,890

32,305 86,049
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（1）　会計年度任用職員以外の職員

備考　１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載

　　　２　（ ）内は、再任用短時間勤務職員について外書き

本
年
度

損益勘定支弁職員 13 14（ 　） 403

（単位：千円）

区　　　　　分
職員数（人） 給　　　　与　　　　費

法定福利費 合　　計 備　　　考
特別職 一般職

51,076 31,801 83,280 17,795 101,075

報　酬 給　料 手　当 計

合　　　　計 13 16（ 　） 403

資本勘定支弁職員 2（ 　）

60,434 37,628 98,465 21,175 119,640

5,827 15,185 3,380 18,5659,358

49,003 30,651 79,896 14,773 94,669
前
年
度

損益勘定支弁職員 13 13（ 1 ） 242

資本勘定支弁職員 2（　 ）

合　　　　計 13 15（ 1 ） 242 58,316 36,501 95,059 17,738

9,313 5,850 15,163 2,965 18,128

112,797

比

較

損益勘定支弁職員 0 1（△1） 161 2,073 1,150

合　　　　計 0 1（△1） 161

3,384 3,022 6,406

資本勘定支弁職員 0（ 　） 45

2,118 1,127 3,406 3,437 6,843

△ 23 22 415 437

（単位：千円）

手 当 の

内 訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

備　　考

本 年 度 2,232 3,312 1,902 903 13,173 10,546 5,500 60

9,744 5,500 60

比 較 264 0 △ 66 104 23

前 年 度 1,968 3,312 1,968 799 13,150

802 0 0

-12-



（2）　会計年度任用職員

備考　１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものについて記載

　　　２　（ ）内は、パートタイム会計年度任用職員について外書き

比 較 27 155

前 年 度 24 298

（単位：千円）

手 当 の

内 訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

備　　考

本 年 度 51 453

109 182 291 193 484

比

較

損益勘定支弁職員 0（ ） 109 182

合　　　　計 0（ ）

291 193 484

資本勘定支弁職員 （ ）

2,478 377 2,855

2,156 322 2,478 377 2,855
前
年
度

損益勘定支弁職員 1（ ）

資本勘定支弁職員 （ ）

合　　　　計 1（ ） 2,156 322

570 3,339

計

合　　　　計 1（ ）

資本勘定支弁職員 （ ）

2,265 504 2,769

本
年
度

損益勘定支弁職員 1（ ）

（単位：千円）

区　　　　　分
職員数（人） 給　　　　与　　　　費

法定福利費 合　　計 備　　　考
特別職 一般職

2,265 504 2,769 570 3,339

報　酬 給　料 手　当
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2　給料及び手当の増減額の明細 （単位 : 千円）

区     分 備      考

給 　  料 2,227 給 与 改 定 に

伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 193  平均昇給率　　　　　　　　　  1.30％

増　　加　　分  昇給日　　　　　　　　　　　　1月1日

そ　の　他　の 2,034  職員の異動等に伴う増減  予算計上時における職員数

増　　減　　分  本年度    17人 （　 ）人

  前年度    16人 （ 1 ）人

 増  減 　  1人 （△1）人

手  　 当 1,309 制 度 改 正 に △ 808  期末手当 △ 808

伴 う 増 減 分

そ　の　他　の 2,117  職員の異動等に伴う増減

 増　　減　　分

 備考　１　（ ）内は、再任用短時間勤務職員とパートタイム会計年度任用職員の合計について外書き

増  減  額 増 減 事 由 別 内 訳 説     明
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3　給料及び手当の状況

 (1) 職員１人当り給与

企　業　職 企　業　職
（事 務 ・ 技 術 職 ） （ 技 能 労 務 職 ）

   平 均 給 料 月 額 (円） 311,909                   

令和4年1月1日現在   平 均 給 与 月 額 (円） 363,927                   

  平   均   年   齢（歳） 42.9                      

   平 均 給 料 月 額 (円） 305,809                   

令和3年1月1日現在   平 均 給 与 月 額 (円） 347,100                   

  平   均   年   齢（歳） 41.9                      

 (2) 初任給

企業職（事務・技術職） 　　　一般会計の制度

（円） 　　　行　政　職 （円）

高   校   卒 154,900                   154,900                   

短   大   卒 168,900                   168,900                   

大   学   卒 188,700                   188,700                   

区        　　          分

区        分
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 (3) 級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

8 (   )    1 (   )　  6 (   ) 　 　 (   ) 　 　

7 (   )　  　 (   )　  　 (   ) 　 　 (   ) 　 　

6 (   )　  1　 (   )    6 (   ) 　 　 (   ) 　 　

5 (   )　  3  (   )　 19 (   ) 　 　 (   ) 　 　

4 (   )　  3　  (   )   19 (   ) 　 　 (   ) 　 　

3 (   )　  4　 (   )　 25 (   ) 　 　 (   ) 　 　

2 (   )　  3　　(   )　 19 (   ) 　 　 (   ) 　 　

1 (   )　  1　　(   )　  6 (   ) 　 　 (   ) 　 　

計 ( 　)   16　 (   )  100 計 (   ) 　 　 (   ) 　 　

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

8 (   )    1 (   )　  7 (   ) 　 　 (   ) 　 　

7 (   )　  　 (   )　  　 (   ) 　 　 (   ) 　 　

6 (   )　  1　 (   )    7 (   ) 　 　 (   ) 　 　

5 (   )　  3  (   )　 20 (   ) 　 　 (   ) 　 　

4 (   )　  2　  (   )   13 (   ) 　 　 (   ) 　 　

3 ( 1 )　  4　　(100)　 26 (   ) 　 　 (   ) 　 　

2 (   )　  3　　(   )　 20 (   ) 　 　 (   ) 　 　

1 (   )　  1　　(   )　  7 (   ) 　 　 (   ) 　 　

計 ( 1 )   15　 (100)  100 計 (   ) 　 　 (   ) 　 　

( )内は再任用短時間勤務職員について外書き

区        分 8     級 7     級 6     級 5     級 4     級 3     級 2     級 1     級

企　 業 　職 部　　長 次　　長 課　　長 課長補佐 係　　長 主　　任 主　　事 主 事 補
（ 事 務 ・ 技 術 職） 参　　事 副 参 事 主　　幹 主　　査 技　　師 技 師 補

(級別の基準となる職務)

令和3年1月1日現在

区       分
企     業     職 企     業     職

（事　務　・　技　術　職）   （技　能　労　務　職）

令和4年1月1日現在
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企  業  職 企  業  職

（事務・技術職） （技能労務職）

（人） 16              16                

本 （人） 15              15                

　1号給 （人）

　2号給 （人） 4               4                 

年 　3号給 （人）

  4号給 （人） 7               7                 

  5号給 （人） 3               3                 

度   6号給 （人） 1               1                 

（％） 94 94

（人） 15              15                

前 （人） 13              13                

　1号給 （人）

  2号給 （人） 1               1                 

年 　3号給 （人）

  4号給 （人） 9               9                 

　5号給 （人） 3               3                 

度   6号給 （人）

（％） 87              87                

 (4) 昇給  

   合         計   

  代  表  的  な  職  種

  職     員     数  （Ａ）

区             分

  比    率  （Ｂ） ／ （Ａ）

  昇給に係る職員数  （Ｂ）

  比    率  （Ｂ） ／ （Ａ）

  職     員     数  （Ａ）

  昇給に係る職員数  （Ｂ）

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳
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 (5) 期末手当・勤勉手当

支 給 率 計

6月（月分） 12月（月分） （月分）

(1.125) (1.125) (2.250)
2.15 2.15 4.30

(1.175) (1.175) (2.350)
2.225 2.225 4.45

(1.125) (1.125) (2.250)
2.15 2.15 4.30

 (6) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

（月分） （月分） （月分） （月分）

 

支  給  率  等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

 

24.586875 33.27075 47.709 47.709

  

（支給率等は令和4年1月1日現在）

( )内は再任用職員の支給率

備   　　　 考
_級等による加算措置_

前　　年　　度 有

一般会計の制度 有

本　　年　　度 有

区   　　　 分
支 給 期 別 支 給 率 _職制上の段階、職務の_

区  　　 　 分
そ の 他 の

差　　異　　の　　内　　容

扶   養　 手　 当 同　　　じ

備   　　　 考
加算措置等

定年前早期退職

特別措置      

（2%～45%加算）

一般会計の制度
（ 支 給 率 等 ）

定年前早期退職

特別措置      

（2%～45%加算）

住　 居　 手　 当 同　　　じ

通　 勤　 手　 当 同　　　じ

 (7) その他の手当

区　　 　　　　分 一般会計の制度との異同
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（令和4年度に係る分）

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 企業債
損益勘定
留保資金

給水収益

　都島浄水場監視装置及び無
　停電電源設備更新工事

132,000 　　　　　－ 　　　　　－ 令和5年度 132,000 99,000 33,000

（過年度に係る分）

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 企業債
損益勘定
留保資金

給水収益

　窓口・料金収納等業務委託 370,000
令和2年度から
令和3年度まで

102,798
令和4年度から
令和6年度まで

267,202 267,202

　水道料金等収納代行業務委
　託（コンビニ収納）

17,820
令和2年度から
令和3年度まで

5,969
令和4年度から
令和6年度まで

11,851 11,851

（単位：千円）

事  　項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

当 該 年 度 以 降 の
支払義務発生予定額

左の財源内訳

債務負担行為に関する調書

（単位：千円）

事  　項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

当 該 年 度 以 降 の
支払義務発生予定額

左の財源内訳
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（単位：円）

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 土地 594,818,464

     ロ 建物 1,096,927,612

      　建物減価償却累計額 △ 561,941,253 534,986,359

     ハ 構築物 19,503,717,393

      　構築物減価償却累計額 △ 10,920,385,374 8,583,332,019

     ニ 機械及び装置 6,606,981,824

      　機械及び装置減価償却累計額 △ 4,139,271,377 2,467,710,447

     ホ 車両運搬具 13,332,207

      　車両運搬具減価償却累計額 △ 10,469,857 2,862,350

     ヘ 工具、器具及び備品 16,480,342

      　工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 9,709,239 6,771,103

     ト リース資産 14,700,000

      　リース資産減価償却累計額 △ 9,262,000 5,438,000

     チ 建設仮勘定 73,936,000

        有形固定資産合計 12,269,854,742

 (2) 無形固定資産

     イ 電話加入権 844,700

        無形固定資産合計 844,700

        固定資産合計 12,270,699,442

令和４年度本庄市水道事業予定貸借対照表（当年度分）

資     産     の     部

（ 令和5年3月31日 )
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2 流動資産

 (1) 現金預金 957,554,408

 (2) 未収金 71,469,571

     貸倒引当金 △ 3,547,982 67,921,589

 (3) 貯蔵品 29,681,969

        流動資産合計 1,055,157,966

        資産合計 13,325,857,408

3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,876,418,405

        企業債合計 1,876,418,405

 (2) 引当金

     イ 修繕引当金 47,411,000

        引当金合計 47,411,000

        固定負債合計 1,923,829,405

4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 357,669,314

        企業債合計 357,669,314

 (2) 未払金 101,309,000

 (3) 前受金 7,729,300

 (4) 預り金 73,921,191

 (5) 引当金

     イ 賞与引当金 9,663,000

        引当金合計 9,663,000

負     債     の     部
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        流動負債合計 550,291,805

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 5,458,431,484

     長期前受金収益化累計額 △ 3,075,467,348 2,382,964,136

        繰延収益合計 2,382,964,136

        負債合計 4,857,085,346

6 資本金 7,233,307,955

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

     イ 工事負担金 172,917,299

     ロ 国庫補助金 53,170,620

     ハ 受贈財産評価額 35,468,376

     ニ その他資本剰余金 100,762,348

        資本剰余金合計 362,318,643

 (2) 利益剰余金

     イ 減債積立金 100,000,000

     ロ 利益積立金 70,500,000

     ハ 当年度未処分利益剰余金 702,645,464

        利益剰余金合計 873,145,464

        剰余金合計 1,235,464,107

        資本合計 8,468,772,062

        負債資本合計 13,325,857,408

資     本     の     部
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令和４年度注記 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・貯蔵品 先入先出法による原価法 

（２）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法 定額法 

・主な耐用年数 

建物            ７～５０年 

構築物          １０～６０年 

機械及び装置        ５～２０年 

車両運搬具          ４～５年 

工具、器具及び備品     ３～１５年 

ロ．リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。 

（３）引当金の計上方法 

イ．退職給付引当金 

職員の退職手当に関する負担金は、「退職手当負担金に関する覚書」に基づき、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例（平 

成１８年組合条例第２１号）第３条に規定されている一般負担金を除き、すべて一般会計が負担することとなっているため、 

退職給付引当金は計上していない。 
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ロ．賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基 

    づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

ハ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

（４）消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

（１）リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 

３．その他 

（１）引当金の取り崩し 

イ．賞与引当金 

令和４年６月において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出をするため、賞与引当金 

９，２３０，０００円を取り崩す。 

ロ．貸倒引当金 

当年度において、債権の不納欠損による損失として、貸倒引当金４，８９７，４２９円を取り崩す。 

（２）修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。 
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（単位：円）

1 営業収益

 (1) 給水収益 1,256,875,000

 (2) 加入金 51,180,000

 (3) 負担金 53,055,000

 (4) その他営業収益 3,155,000 1,364,265,000

2 営業費用

 (1) 原水及び浄水費 365,628,000

 (2) 配水及び給水費 255,387,000

 (3) 業務費 85,395,000

 (4) 総係費 63,257,000

 (5) 減価償却費 600,102,000

 (6) 資産減耗費 64,639,000 1,434,408,000

     営業損失 70,143,000

3 営業外収益

 (1) 受取利息 406,000

 (2) 長期前受金戻入 115,214,000

 (3) 雑収益 1,082,000

 (4) 他会計補助金 50,000 116,752,000

令和３年度本庄市水道事業予定損益計算書（前年度分）

（ 令和3年4月1日 から  令和4年3月31日 まで ）
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4 営業外費用

 (1) 支払利息 44,493,000

 (2) 雑支出 4,309,000 48,802,000 67,950,000

     経常損失 2,193,000

5 特別利益

 (1) その他特別利益 1,000 1,000

6 特別損失

 (1) 過年度損益修正損 1,364,000 1,364,000

7 予備費

 (1) 予備費 2,000,000 2,000,000 △ 3,363,000

     当年度純損失 5,556,000

     前年度繰越利益剰余金 514,628,464

     その他未処分利益剰余金変動額 100,000,000

     当年度未処分利益剰余金 609,072,464
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（単位：円）

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 土地 594,818,464

     ロ 建物 1,096,927,612

      　建物減価償却累計額 △ 541,032,253 555,895,359

     ハ 構築物 19,074,686,393

      　構築物減価償却累計額 △ 10,534,882,374 8,539,804,019

     ニ 機械及び装置 6,509,508,824

      　機械及び装置減価償却累計額 △ 3,937,920,377 2,571,588,447

     ホ 車両運搬具 13,332,207

      　車両運搬具減価償却累計額 △ 9,093,857 4,238,350

     ヘ 工具、器具及び備品 16,480,342

      　工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 7,682,239 8,798,103

     ト リース資産 14,700,000

      　リース資産減価償却累計額 △ 8,600,000 6,100,000

     チ 建設仮勘定 105,549,000

        有形固定資産合計 12,386,791,742

 (2) 無形固定資産

     イ 電話加入権 844,700

        無形固定資産合計 844,700

        固定資産合計 12,387,636,442

令和３年度本庄市水道事業予定貸借対照表（前年度分）

資     産     の     部

（ 令和4年3月31日 )
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2 流動資産

 (1) 現金預金 1,133,216,242

 (2) 未収金 88,404,166

     貸倒引当金 △ 7,675,411 80,728,755

 (3) 貯蔵品 17,145,969

        流動資産合計 1,231,090,966

        資産合計 13,618,727,408

3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 2,106,693,118

        企業債合計 2,106,693,118

 (2) 引当金

     イ 修繕引当金 47,411,000

        引当金合計 47,411,000

        固定負債合計 2,154,104,118

4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 384,219,601

        企業債合計 384,219,601

 (2) 未払金 85,069,000

 (3) 前受金 7,729,300

 (4) 預り金 73,921,191

 (5) 引当金

     イ 賞与引当金 9,230,000

        引当金合計 9,230,000

負     債     の     部
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        流動負債合計 560,169,092

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 5,389,258,484

     長期前受金収益化累計額 △ 2,960,003,348 2,429,255,136

        繰延収益合計 2,429,255,136

        負債合計 5,143,528,346

6 資本金 7,233,307,955

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

     イ 工事負担金 172,917,299

     ロ 国庫補助金 53,170,620

     ハ 受贈財産評価額 35,468,376

     ニ その他資本剰余金 100,762,348

        資本剰余金合計 362,318,643

 (2) 利益剰余金

     イ 減債積立金 200,000,000

     ロ 利益積立金 70,500,000

     ハ 当年度未処分利益剰余金 609,072,464

        利益剰余金合計 879,572,464

        剰余金合計 1,241,891,107

        資本合計 8,475,199,062

        負債資本合計 13,618,727,408

資     本     の     部
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令和３年度注記 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・貯蔵品 先入先出法による原価法 

（２）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法 定額法 

・主な耐用年数 

建物            ７～５０年 

構築物          １０～６０年 

機械及び装置        ５～２０年 

車両運搬具          ４～５年 

工具、器具及び備品     ３～１５年 

ロ．リース資産 

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。 

（３）引当金の計上方法 

イ．退職給付引当金 

職員の退職手当に関する負担金は、「退職手当負担金に関する覚書」に基づき、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例（平 

成１８年組合条例第２１号）第３条に規定されている一般負担金を除き、すべて一般会計が負担することとなっているため、 

退職給付引当金は計上していない。 
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ロ．賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基 

    づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

ハ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

（４）消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

（１）リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 

３．その他 

（１）引当金の取り崩し 

イ．賞与引当金 

令和３年６月において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出をするため、賞与引当金 

９，２１２，６８０円を取り崩す。 

ロ．貸倒引当金 

当年度において、債権の不納欠損による損失として、貸倒引当金１，０８７，２８１円を取り崩す。 

（２）修繕引当金に関する経過措置 

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。 
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収      入 (単位：千円)

1 水道事業収益 1,623,670

1 営業収益 1,506,983

1 給水収益 1,389,520

 1 水道料金 1,389,520

2 加入金 50,463

 1 加入金 50,463

3 負担金 64,144

 1 負担金 64,144

4 その他営業収益 2,856

 1 手数料 2,817

 2 雑収益 39 コピー代他

道路改良事業に伴う負担金

公共下水道事業に伴う負担金

下水道使用料徴収受託負担金他

設計審査手数料

竣工検査手数料

給水装置工事事業者指定・更新手数料他

令和４年度本庄市水道事業会計予算説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

2 営業外収益 116,686

1 受取利息 208

 1 預金利息 208

2 長期前受金戻入 115,464

 1 長期前受金戻入 115,464

3 雑収益 1,014

 1 土地貸付料 770

 2 その他雑収益 244

3 特別利益 1

1 その他特別利益 1

 2 その他特別利益 1

目 節 金額 備        考

本庄市管工事業協同組合他

不用品売却収益他

款 項
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支      出 (単位：千円)

1 水道事業費用 1,602,136

1 営業費用 1,521,082

1 原水及び浄水費 409,188

 1 給料 9,422

 2 手当 2,805

 3 賞与引当金繰入額 1,248

 5 法定福利費 2,763

10 備消品費 212

11 燃料費 322

12 光熱水費 146

14 通信運搬費 1,773

15 委託料 126,701

16 賃借料 154

浄水場他運転監視業務委託

浄水場維持管理・保守点検業務委託

原水及び浄水等水質検査業務委託

土地賃借料

款 項 目 節 金額 備        考

原水及び浄水関係職員3人分
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(単位：千円)

19 会費負担金 859

20 修繕費 11,550

25 動力費 89,166

26 保険料 65

27 公課費 7

29 薬品費 55

30 材料費 46

34 受水費 161,231

51 手数料 663

2 配水及び給水費 310,953

 1 給料 17,191

 2 手当 6,317

 3 賞与引当金繰入額 2,753

 5 法定福利費 5,280

10 備消品費 1,357

金額

県水受水費

自動車重量税

款 項 目 節 備        考

配水及び給水関係職員5人分

埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金

浄水施設修繕他

電力料

残留塩素測定用試薬他

職員健康診断手数料他

自動車保険料
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(単位：千円)

11 燃料費 443

14 通信運搬費 2,402

15 委託料 197,826

16 賃借料 71

19 会費負担金 2,321

20 修繕費 21,526

20 工事請負費 4,235

24 路面復旧費 19,640

25 動力費 27,932

26 保険料 607

27 公課費 45

款

道路改良事業に伴う委託

計画策定業務委託

項 目 節 備        考金額

公共下水道事業に伴う委託

給配水管修繕等業務委託

自動車重量税

配水施設修繕他

図面修正業務委託他

埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金

土地賃借料

電力料

水道施設賠償責任保険料他
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(単位：千円)

30 材料費 500

33 負担金 187

51 手数料 320

3 業務費 90,560

 1 給料 14,019

 2 手当 5,437

 3 賞与引当金繰入額 2,293

 5 法定福利費 4,420

 5 備消品費 53

14 通信運搬費 5,998

15 委託料 51,399

19 会費負担金 1,893

51 手数料 5,048

4 総係費 64,712

口座振替手数料他

公共下水道事業に伴う負担金

車両整備手数料

業務関係職員4人分

窓口・料金収納等業務委託

埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金

コンビニ料金収納代行事務取扱手数料

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

 1 給料 12,709

 2 手当 11,224

 3 賞与引当金繰入額 1,854

 5 法定福利費 4,276

 7 旅費 175

10 備消品費 808

11 燃料費 146

12 光熱水費 60

13 印刷製本費 129

14 通信運搬費 2,090

15 委託料 17,741

16 賃借料 1,743

17 図書及び購読料 220

19 会費負担金 5,749

款 項 目 節 金額 備        考

下水道使用料

水道事業アセットマネジメント計画策定業務委託

公営企業会計システム保守業務委託他

公営企業会計システム使用料他

総係関係職員3人分（うち会計年度任用職員1人分）

埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金
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(単位：千円)

20 修繕費 4,056

26 保険料 148

公課費 15

31 補償金 100

32 報酬 403

47 貸倒引当金繰入額 770

51 手数料 296

5 減価償却費 611,828

36

有形固定資産減価償
却費

611,828

6 資産減耗費 33,841

38 固定資産除却費 33,541

39 たな卸資産減耗費 300

本庁～水道庁舎間専用回線利用料負担金

ＥＢソフト取扱手数料他

下真下受水場県水受水流量計設備他

土木積算システムソフトウェア賃借料負担金他

水道庁舎修繕他

動産総合保険料他

水道事業審議会委員報酬

自動車重量税

庁内ＬＡＮ用パソコン賃借料負担金

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

2 営業外費用 77,773

1 支払利息 37,763

40 企業債利息 37,763

銀行等引受資金2件

2
消費税及び地方消
費税

40,000

46

消費税及び地方消費
税

40,000

3 雑支出 10

53 雑支出 10

3 特別損失 1,281

1 過年度損益修正損 1,200

53 過年度損益修正損 1,200

2 固定資産売却損 81

53 固定資産売却損 81

 4 予備費 2,000

1 予備費 2,000

91 予備費 2,000

目 節 金額 備        考

蛭川浄水場跡地に係る売却損失

財政融資資金13件

地方公共団体金融機構資金29件

過年度還付金

款 項
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収      入 (単位：千円)

1 資本的収入 207,358

1 企業債 129,000

1 企業債 129,000

 1 企業債 129,000

2 負担金 76,090

1 工事負担金 76,090

 1 工事負担金 76,090

3 固定資産売却代金 2,268

1 固定資産売却代金 2,268

 1 固定資産売却代金 2,268

目 節 金額 備        考

蛭川浄水場跡地に係る売却代金

公共下水道事業に伴う負担金

消火栓設置・取替に伴う負担金他

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項
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支      出 (単位：千円)

1 資本的支出 966,996

1 建設改良費 576,171

1 配水施設費 453,562

 1 給料 4,692

 2 手当 2,738

 5 法定福利費 1,691

15 委託料 53,857

19 会費負担金 634

23 工事請負費 389,950

2 施設整備事業費 121,504

 1 給料 4,666

 2 手当 3,089

公共下水道事業に伴う工事

浄水場施設関係職員1人分

配水施設関係職員1人分

消火栓設置・取替に伴う委託

設計業務委託他

埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金

配水管布設工事

老朽管更新工事

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

 5 法定福利費 1,689

15 委託料 3,410

19 会費負担金 630

23 工事請負費 108,020

3 営業設備費 1,105

59 量水器費 1,105

2 企業債償還金 385,825

1 企業債償還金 385,825

60 企業債償還金 385,825

3 予備費 5,000

1 予備費 5,000

91 予備費 5,000

財政融資資金13件

地方公共団体金融機構資金26件

本庄第10・11号井更新実施設計業務委託

埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金

都島浄水場監視装置及び無停電電源設備更新工事

下真下受水場県水受水流量計更新工事

アスベスト調査業務委託（耐震化関連）

款 項 目 節 金額 備        考
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